
消費税の累計201兆円

法人３税の減収分累計164兆円
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税収入に占める消費税収入の割合標準税率
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図１　法人税減税に消えた消費税　消費税収と法人３税の減収額

図２　欧州並みの税収割合
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昨
年
11
月
15
日
に
開
催
さ
れ
た
第
76
回
評
議
員
会
で

の
、
菊
池
英
博
氏
（
日
本
経
済
財
政
研
究
所
所
長
）
に
よ

る
特
別
講
演
「
消
費
税
は
０
％
に
で
き
る―

国
民
負
担
を

少
な
く
し
社
会
保
障
を
充
実
さ
せ
る
経
済
学
」
の
詳
録
を

掲
載
す
る
。

　

な
ぜ
自
公
政
権
は
消
費
税
増

税
に
狂
奔
し
て
き
た
の
か
。
そ

れ
は
消
費
税
増
税
で
得
ら
れ
た

税
収
で
、
法
人
税
を
引
き
下
げ

よ
う
と
し
て
い
る
か
ら
で
あ

る
。
こ
の
考
え
は
、
１
９
８
１

年
に
誕
生
し
た
ア
メ
リ
カ
の
レ

ー
ガ
ン
政
権
が
採
用
し
た
新
自

由
主
義
・
市
場
原
理
主
義
に
も

と
づ
く
も
の
で
あ
る
。
新
自
由

主
義
を
特
徴
付
け
る
の
は
三
つ

の
理
論
で
あ
る
。

　

一
つ
は
「
ラ
ッ
フ
ァ
ー
曲

線
」
と
呼
ば
れ
る
も
の
で
、
所

得
税
率
を
下
げ
る
と
勤
労
者
が

意
欲
的
に
働
く
よ
う
に
な
り
、

所
得
が
増
え
る
た
め
、
税
収
も

上
が
る
と
い
う
も
の
。

　

二
つ
目
が
「
ト
リ
ク
ル
ダ
ウ

ン
理
論
」
と
呼
ば
れ
る
理
論

だ
。
ト
リ
ク
ル
ダ
ウ
ン
と
は
日

本
語
で
「
滴
り
落
ち
る
」
と
い

う
意
味
の
英
語
だ
が
、
文
字
通

り
富
裕
層
へ
の
減
税
を
行
え
ば

富
裕
層
の
所
得
が
増
え
る
の

で
、
投
資
と
消
費
が
増
え
る
と

想
定
し
、
経
済
が
活
性
化
し
、

結
局
国
民
全
体
が
豊
か
に
な
る

と
い
う
理
論
で
あ
る
。
つ
ま

り
、
貧
乏
人
は
金
持
ち
や
大
企

業
の
お
こ
ぼ
れ
に
預
か
る
こ
と

が
で
き
る
と
い
う
理
論
だ
。

　

そ
し
て
三
つ
目
が
「
フ
ラ
ッ

ト
税
制
」
で
あ
る
。
こ
れ
は
、

累
進
性
の
な
い
税
制
こ
そ
最
も

公
平
な
税
制
で
、
富
裕
層
が
投

資
を
行
い
経
済
が
活
性
化
す
る

と
い
う
も
の
で
あ
る
。
こ
う
し

た
特
徴
を
持
つ
税
制
を
レ
ー
ガ

ン
政
権
に
採
ら
せ
た
の
が
、
ネ

オ
コ
ン
サ
バ
テ
ィ
ブ
と
呼
ば
れ

る
、
軍
産
複
合
体
を
率
い
る
莫

大
な
資
金
を
持
っ
た
資
本
家
た

ち
だ
。

意
味
で
は
こ
の
政
策
は
成
功
し

た
の
か
も
し
れ
な
い
。
し
か

し
、
ド
ル
高
を
維
持
す
る
た
め

の
高
金
利
は
ア
メ
リ
カ
の
国
内

の
製
造
業
の
海
外
進
出
を
促
進

し
た
。
そ
の
た
め
、
輸
出
が
減

り
、
輸
入
が
増
え
る
と
と
も

に
、
産
業
の
空
洞
化
が
起
こ
っ

た
。
結
局
、
こ
の
政
策
で
国
内

経
済
は
疲
弊
し
、
第
１
次
大
戦

後
か
ら
ず
っ
と
債
権
国
で
あ
り

続
け
た
ア
メ
リ
カ
を
１
９
８
５

年
に
債
務
国
に
転
落
さ
せ
た
。

　

レ
ー
ガ
ン
政
権
以
降
、
そ
の

後
を
引
き
つ
い
だ
ジ
ョ
ー
ジ
・

Ｈ
・
Ｗ
・
ブ
ッ
シ
ュ（
父
ブ
ッ

シ
ュ
）
は
、
財
政
赤
字
を
何
と

か
し
よ
う
と
法
人
税
を
28
％
か

ら
31
％
に
上
げ
た
も
の
の
、
政

府
投
資
に
よ
る
景
気
対
策
を
行

わ
な
か
っ
た
た
め
、
景
気
は
回

復
し
な
か
っ
た
。
さ
ら
に
、
91

年
か
ら
５
年
間
で
、
歳
出
カ
ッ

ト
と
増
税
に
よ
り
５
０
０
０
億

円
増
収
さ
せ
る
計
画
を
立
て
た

も
の
の
、
国
民
に
受
け
入
れ
ら

れ
な
か
っ
た
。
彼
が
92
年
の
大

統
領
選
挙
で
ク
リ
ン
ト
ン
に
敗

れ
た
の
は
、
こ
の
経
済
政
策
の

失
敗
の
た
め
だ
。

　

そ
の
後
、
93
年
に
発
足
し
た

ク
リ
ン
ト
ン
政
権
で
は
、
高
所

得
者
と
法
人
へ
の
増
税
と
中
小

企
業
へ
の
投
資
減
税
を
行
い
、

財
政
支
出
を
投
資
中
心
に
行
っ

た
。
経
済
成
長
が
停
滞
す
る
と

い
う
こ
と
は
投
資
不
足
で
あ

り
、
デ
フ
レ
傾
向
に
な
る
と
い

う
こ
と
で
、
経
済
成
長
の
停
滞

期
に
民
間
投
資
に
依
存
し
て
景

気
を
回
復
さ
せ
る
に
は
限
界
が

あ
る
と
し
、
政
府
が
公
共
投
資

を
大
規
模
に
実
施
し
た
。
そ
し

て
、
ク
リ
ン
ト
ン
大
統
領
は
就

任
か
ら
５
年
で
財
政
赤
字
を
解

消
し
た
の
で
あ
る
。

　

そ
の
後
、
財
政
黒
字
を
引
き

継
い
だ
の
は
ジ
ョ
ー
ジ
・
Ｗ
・

ブ
ッ
シ
ュ
だ
っ
た
。「
９
・

11
」
の
同
時
多
発
テ
ロ
以
降
の

ア
フ
ガ
ニ
ス
タ
ン
や
イ
ラ
ク
へ

の
出
兵
で
莫
大
な
戦
費
を
負
担

す
る
こ
と
に
な
っ
た
に
も
か
か

わ
ら
ず
、
法
人
税
と
所
得
税
を

減
税
し
、
株
式
な
ど
金
融
商
品

の
配
当
税
率
を
下
げ
た
た
め
、

再
び
財
政
赤
字
を
生
ん
だ
。
そ

の
後
、
リ
ー
マ
ン
シ
ョ
ッ
ク
が

起
こ
り
、
一
気
に
不
況
に
突
入

す
る
中
で
財
政
赤
字
は
大
き
く

拡
大
し
た
。
シ
テ
ィ
バ
ン
ク
や

Ａ
Ｉ
Ｇ
、
そ
し
て
Ｇ
Ｍ
と
い
っ

た
ア
メ
リ
カ
を
代
表
す
る
企
業

が
、
公
的
資
金
を
注
入
し
な
け

れ
ば
破
綻
す
る
と
こ
ろ
ま
で
落

ち
込
ん
だ
。

　

そ
う
し
た
危
機
の
中
、
就
任

し
た
の
が
オ
バ
マ
大
統
領
で
あ

る
。
彼
は
ク
リ
ン
ト
ン
と
同
様

の
政
策
を
と
っ
て
い
る
。
ま
ず

は
、
70
兆
円
の
財
政
出
動
（
緊

急
補
正
予
算
）
を
実
行
に
移
し

た
。
そ
の
う
ち
、
20
兆
円
が
減

税
、
残
り
の
50
兆
円
を
公
共
投

資
に
ま
わ
し
て
い
る
。
ま
た
、

税
制
面
で
も
、
ク
リ
ン
ト
ン
モ

デ
ル
を
採
用
し
、
所
得
税
の
最

高
税
率
を
39
・
６
％
に
引
き
上

げ
る
と
と
も
に
、
高
額
所
得
者

へ
の
各
種
控
除
の
廃
止
、
キ
ャ

ピ
タ
ル
ゲ
イ
ン
税
や
配
当
課

税
、
ヘ
ッ
ジ
フ
ァ
ン
ド
の
成
功

報
酬
へ
の
課
税
を
強
化
し
た
。

一
方
で
、
勤
労
者
の
95
％
に
は

社
会
保
障
費
の
税
額
控
除
な
ど

を
導
入
し
た
。

　

ア
メ
リ
カ
の
民
主
党
の
考
え

方
は
二
つ
の
柱
に
基
づ
い
て
い

る
。

　

一
つ
は
、
政
府
は
有
効
需
要

＝
雇
用
を
維
持
す
る
め
に
財
政

政
策
を
活
用
す
る
と
い
う
も

の
。
減
税
よ
り
も
公
共
投
資
の

方
が
経
済
効
果
は
大
き
い
。
減

税
は
も
ら
っ
た
人
が
使
え
ば
よ

い
が
、
借
金
を
返
し
た
ら
、
終

わ
っ
て
し
ま
う
。
政
府
投
資
を

す
れ
ば
、
新
た
な
事
業
が
起
こ

る
。
事
業
が
起
こ
れ
ば
、
雇
用

も
増
え
る
。
そ
う
す
れ
ば
、
個

人
の
所
得
も
法
人
の
所
得
も
上

が
る
。
そ
の
代
わ
り
、
所
得
が

上
が
れ
ば
そ
こ
か
ら
税
金
を
き

ち
ん
と
取
る
こ
と
が
で
き
る
。

だ
か
ら
、
公
共
投
資
を
す
る
と

同
時
に
最
高
税
率
を
引
き
上
げ

る
の
で
あ
る
。

　

そ
し
て
、
も
う
一
つ
が
、
投

資
減
税
だ
。
企
業
、
と
り
わ
け

中
小
企
業
の
投
資
を
拡
大
さ
せ

る
こ
と
で
、
経
済
を
活
性
化
さ

せ
る
と
い
う
も
の
で
あ
る
。

と
こ
ろ
で
売
り
逃
げ
る
。
こ
う

し
た
国
家
財
産
の
収
奪
が
新
自

由
主
義
者
の
手
口
で
あ
る
。
コ

ロ
ン
ビ
ア
大
学
の
ジ
ョ
ゼ
フ
・

ス
テ
ィ
ー
グ
リ
ッ
ツ
と
い
う
学

者
は
、『
世
界
を
滅
ぼ
し
た
グ

ロ
ー
バ
リ
ズ
ム
』
と
い
う
本
の

中
で
「（
新
自
由
主
義
的
政
策

は
）
富
の
収
奪
だ
。
彼
ら
の
新

自
由
主
義
は
経
済
学
で
な
く
、

政
治
的
な
ス
ロ
ー
ガ
ン
に
す
ぎ

な
い
」
と
書
い
て
い
る
。
新
自

由
主
義
と
は
、
経
済
理
論
と
し

て
欠
陥
だ
ら
け
の
「
い
ん
ち
き

経
済
学
」
で
あ
る
。

新
自
由
主
義
に
基
づ
く
税
制
と
は

　

１
９
８
０
年
11
月
の
大
統
領

選
挙
で
レ
ー
ガ
ン
は
「Strong 

Am
erica

」
を
ス
ロ
ー
ガ
ン
に

た
た
か
い
、
勝
利
し
た
。
そ
し

て
、
81
年
に
発
足
し
た
レ
ー
ガ

ン
政
権
は
こ
の
「
新
自
由
主

義
」
に
則
っ
た
政
策
を
次
々
と

打
ち
出
し
た
。

　

一
つ
は
フ
ラ
ッ
ト
税
制
に
近

い
税
制
を
採
用
し
た
こ
と
だ
。

カ
ー
タ
ー
政
権
時
に
所
得
税
の

最
高
税
率
は
70
％
だ
っ
た
が
、

レ
ー
ガ
ン
政
権
で
は
最
終
的
に

15
％
と
28
％
の
２
段
階
税
制
を

と
っ
た
。
さ
ら
に
、
法
人
税
の

最
高
税
率
も
カ
ー
タ
ー
政
権
時

の
46
％
か
ら
36
％
に
引
き
下
げ

た
。
さ
ら
に
、
原
価
償
却
の
期

間
を
短
く
し
、
実
質
的
に
企
業

に
対
し
減
税
を
行
っ
た
。
し
か

し
、
期
待
さ
れ
た
よ
う
な
経
済

の
活
性
化
は
起
こ
ら
ず
、
税
収

は
激
減
し
た
。

　

も
う
一
つ
が
ド
ル
高
と
高
金

利
政
策
で
あ
る
。
こ
れ
は
、
当

時
の
東
側
諸
国
、
共
産
主
義
国

は
ド
ル
債
務
が
非
常
に
多
か
っ

た
の
で
、
そ
れ
ら
の
国
を
財
政

破
綻
さ
せ
る
た
め
に
採
っ
た
政

策
だ
。
そ
の
後
、
ベ
ル
リ
ン
の

壁
が
89
年
に
崩
れ
、
91
年
に
ソ

連
邦
が
崩
壊
し
た
。
そ
う
い
う

81
年
か
ら
の
米
国
の

財
政
政
策 ―

債
務
国
へ
転
落

　

一
方
、
新
自
由
主
義
は
ア
メ

リ
カ
だ
け
で
な
く
伝
染
病
の
よ

う
に
世
界
に
広
が
っ
て
い
っ

た
。
当
初
は
南
米
の
チ
リ
や
ア

ル
ゼ
ン
チ
ン
で
ア
メ
リ
カ
の
ネ

オ
コ
ン
が
広
げ
て
い
っ
た
の
で

あ
る
。
そ
の
手
法
は
、
政
権
の

中
枢
に
シ
カ
ゴ
ボ
ー
イ
ズ
と
呼

ば
れ
る
新
自
由
主
義
の
生
み
の

親
で
あ
る
シ
カ
ゴ
大
学
の
ミ
ル

ト
ン
・
フ
リ
ー
ド
マ
ン
の
弟
子

た
ち
を
配
置
し
、
規
制
の
撤

廃
、
自
由
化
、
民
営
化
と
称
し

て
、
国
家
財
産
を
市
場
に
売
り

出
す
。
そ
れ
を
、
外
資
が
安
く

手
に
入
れ
、
値
段
が
上
が
っ
た

新
自
由
主
義
・

市
場
原
理
は
伝
染
病

　

日
本
の
税
制
は
ア
メ
リ
カ
の

共
和
党
の
税
制
の
、
ま
ね
事
で

あ
る
。
日
本
で
は
、
法
人
税
が

１
９
８
４
年
に
43
・
３
％
だ
っ

た
が
、
順
次
引
き
下
げ
ら
れ
、

99
年
に
は
30
％
ま
で
引
き
下
げ

ら
れ
た
。
ま
た
、
個
人
の
所
得

税
と
住
民
税
に
つ
い
て
は
、
81

年
に
最
高
税
率
が
70
％
、
住
民

税
が
18
％
で
合
計
88
％
で
あ
っ

た
も
の
が
、
所
得
税
37
％
、
地

方
税
13
％
の
合
計
50
％
に
ま
で

引
き
下
げ
ら
れ
た
。
さ
ら
に
、

地
方
税
は
07
年
に
は
所
得
に
関

係
な
く
一
律
10
％
と
い
う
フ
ラ

ッ
ト
税
制
が
採
用
さ
れ
て
い

る
。
こ
れ
で
は
、
税
収
は
増
え

る
ど
こ
ろ
か
ど
ん
ど
ん
減
り
、

税
の
持
つ
所
得
再
分
配
機
能
は

機
能
し
な
い
。

　

自
公
政
権
が
消
費
税
の
増
税

に
狂
奔
し
て
き
た
の
は
法
人
税

を
下
げ
る
た
め
だ
っ
た
の
だ
。

09
年
の
３
月
に
麻
生
内
閣
下

で
、
11
年
に
消
費
税
を
上
げ
る

こ
と
が
閣
議
決
定
さ
れ
た
が
、

こ
の
中
に
、
消
費
税
引
き
上
げ

と
同
時
に
法
人
税
を
下
げ
る
と

い
う
こ
と
も
書
い
て
い
る
。
導

入
以
来
、
消
費
税
と
し
て
08
年

度
ま
で
に
２
０
１
兆
円
税
収
が

あ
る
一
方
で
、
法
人
税
は
１
６

４
兆
円
減
収
し
て
い
る
（
図

１
）。
つ
ま
り
、
消
費
税
の
82

％
は
法
人
税
の
引
き
下
げ
に
使

日
本
の
税
制
は
レ
ー
ガ
ン

モ
デ
ル
の
亜
流

わ
れ
て
い
る
と
い
う
こ
と
だ
。

　

ま
た
、
日
本
の
消
費
税
（
５

％
、
国
税
４
％
）
は
税
率
が
低

い
と
政
府
は
宣
伝
し
て
き
た

が
、
ま
っ
た
く
の
で
た
ら
め

だ
。
ス
ウ
ェ
ー
デ
ン
（
25
％
）

と
比
較
し
て
み
る
と
確
か
に
税

率
は
低
い
。
し
か
し
、
国
税
に

占
め
る
消
費
税
の
割
合
は
、
ど

ち
ら
も
19
％
前
後
で
ほ
ぼ
同
じ

だ（
図
２
）。
こ
れ
が
意
味
し
て

い
る
こ
と
は
、
日
本
の
消
費
税

の
課
税
範
囲
が
非
常
に
広
い
と

い
う
こ
と
。
欧
米
で
は
日
常
生

活
に
必
要
な
も
の
は
消
費
税
が

か
か
ら
な
い
か
低
減
税
率
が
適

用
さ
れ
て
い
る
。
日
本
の
消
費

税
は
こ
う
い
う
点
か
ら
見
て
も

異
常
で
あ
る
。
特
に
、
日
本
の

消
費
税
以
外
の
税
収
、
法
人
税

や
所
得
税
の
税
収
が
い
か
に
少

な
い
か
と
い
う
こ
と
で
あ
る
。

一
般
の
多
く
の
人
に
こ
の
こ
と

を
知
ら
せ
る
必
要
が
あ
る
。

　

こ
う
し
た
レ
ー
ガ
ン
・
モ
デ

ル
の
税
制
が
間
違
い
だ
と
し

て
、
ア
メ
リ
カ
で
は
ク
リ
ン
ト

ン
時
代
に
政
策
が
転
換
さ
れ

た
。
し
か
し
、
日
本
で
は
変
わ

ら
な
い
。
な
ぜ
、
変
わ
ら
な
い

か
と
い
え
ば
、
一
つ
は
官
僚
の

力
が
強
か
っ
た
こ
と
と
、
そ
し

て
自
民
党
が
財
界
か
ら
多
額
の

政
治
献
金
を
受
け
て
い
た
こ
と

が
大
き
い
。
つ
ま
り
、
い
わ
ゆ

る
政
・
官
・
財
の
ト
ラ
イ
ア
ン

グ
ル
が
強
く
、
政
策
を
変
更
す

る
力
が
働
か
な
か
っ
た
と
い
う

こ
と
で
あ
る
。
私
は
こ
の
ト
ラ

イ
ア
ン
グ
ル
に
マ
ス
コ
ミ
と
御

用
学
者
の
二
つ
を
加
え
「
癒
着

の
ペ
ン
タ
ゴ
ン
（
五
角
形
）」

と
い
う
べ
き
だ
と
思
っ
て
い

る
。
と
り
わ
け
、
小
泉
改
革
以

降
こ
の
傾
向
は
顕
著
だ
。
テ
レ

ビ
で
も
小
泉
構
造
改
革
以
降
、

森
田
実
、
リ
チ
ャ
ー
ド
・
ク
ー

な
ど
と
い
う
良
心
的
な
識
者
が

出
演
で
き
な
く
な
っ
た
。
ま

た
、
マ
ス
コ
ミ
で
は
、
大
手
新

聞
の
う
ち
、
読
売
、
朝
日
、
日

経
、
産
経
の
各
紙
は
消
費
税
増

税
で
論
陣
を
張
っ
て
い
る
。
ア

日
本
の
間
違
っ
た
財
政
政
策
が

転
換
さ
れ
な
い
理
由

なぜ間違いかなぜ間違いか
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消費税増税は消費税増税は

メ
リ
カ
で
は
政
権
交
代
を
前
提

と
し
て
、
少
な
く
と
も
民
主
党

系
の
意
見
と
共
和
党
系
の
意
見

が
、
そ
れ
ぞ
れ
の
マ
ス
メ
デ
ィ

ア
で
常
に
流
さ
れ
て
い
る
。

　

こ
う
し
た
誤
っ
た
経
済
政
策

の
結
果
、
日
本
は
１
９
９
８
年

以
来
12
年
間
に
わ
た
り
デ
フ
レ

が
続
い
た
。
こ
れ
を
打
開
す
る

た
め
に
は
ど
う
す
れ
ば
い
い
の

か
。

　

一
つ
の
好
例
と
な
る
の
が
、

ア
メ
リ
カ
の
ク
リ
ン
ト
ン
元
大

統
領
の
経
済
政
策
で
あ
る
（
図

３・
４
）。
ク
リ
ン
ト
ン
元
大
統

領
が
就
任
し
た
93
年
初
頭
の
ア

メ
リ
カ
は
、
そ
れ
ま
で
の
ジ
ョ

ー
ジ
・
Ｈ
・
Ｗ
・
ブ
ッ
シ
ュ
元

大
統
領
の
増
税
政
策
に
よ
り
デ

フ
レ
傾
向
で
あ
っ
た
。
そ
こ

で
、
ク
リ
ン
ト
ン
元
大
統
領

は
、
ア
メ
リ
カ
が
債
務
国
で
財

政
赤
字
で
あ
る
に
も
か
か
わ
ら

ず
、
財
政
支
出
を
削
減
せ
ず

に
、
地
域
開
発
、
学
校
、
病
院

建
設
、
道
路
交
通
網
整
備
、
教

育
・
職
業
訓
練
な
ど
の
社
会
的

共
通
資
本
へ
の
財
政
出
動
を
行

い
、
景
気
振
興
策
に
よ
る
税
収

の
増
加
を
目
指
し
た
。
こ
の
政

策
に
よ
り
、
当
初
は
「
純
債
務

の
Ｇ
Ｄ
Ｐ
比
率
」
が
上
昇
し
た

が
、
景
気
回
復
に
よ
る
名
目
Ｇ

Ｄ
Ｐ
の
増
加
で
こ
の
比
率
は
徐

々
に
低
下
、
税
収
が
増
加
し
、

つ
い
に
５
年
後
の
98
年
に
は
財

政
は
黒
字
に
転
換
し
た
。

日
本
が
参
考
に
す
べ
き
は

ク
リ
ン
ト
ン
モ
デ
ル

　

政
府
は
、
粗
債
務
８
３
８
兆

円
と
い
う
数
字
を
示
し
て
大
変

だ
と
言
っ
て
い
る
。
し
か
し
、

日
本
に
は
政
府
の
保
有
す
る
金

融
資
産
が
５
４
９
兆
円
あ
り
、

中
央
政
府
の
純
債
務
は
粗
債
務

か
ら
金
融
資
産
を
引
い
た
２
８

９
兆
円
で
、
こ
れ
は
名
目
Ｇ
Ｄ

Ｐ
比
で
52
％
程
度
で
あ
っ
て
、

ユ
ー
ロ
諸
国
並
み
で
あ
る
（
図

財
政
危
機
の
大
ウ
ソ

５
）。
海
外
の
経
済
学
者
が

「
日
本
が
財
政
危
機
で
な
い
」

と
い
う
根
拠
は
こ
こ
に
あ
る
。

　

さ
ら
に
、
日
本
政
府
は
海
外

向
け
に
は
「
純
債
務
で
み
れ
ば

財
政
危
機
で
は
な
い
」
と
い
う

書
信
を
送
っ
て
い
る
。
こ
れ
は

２
０
０
２
年
に
日
本
の
国
債
が

格
付
け
会
社
で
あ
る
ム
ー
デ
ィ

ー
ズ
と
ス
タ
ン
ダ
ー
ド
＆
プ
ア

ー
ズ
に
よ
っ
て
格
下
げ
さ
れ
た

と
き
、「
日
本
政
府
は
世
界
一

の
外
貨
準
備
を
持
ち
、
国
債
の

金
利
は
低
く
、
95
％
が
日
本
国

民
に
よ
っ
て
保
有
さ
れ
て
い

る
。
だ
か
ら
格
下
げ
は
適
当
で

は
な
い
」
と
述
べ
、
政
府
自
身

が
「
純
債
務
で
見
れ
ば
日
本
は

財
政
赤
字
で
は
な
い
」
こ
と
を

認
め
て
い
る
。

　

日
本
が
財
政
危
機
で
な
い
こ

と
は
海
外
で
は
常
識
で
あ
る
。

04
年
に
ニ
ュ
ー
ヨ
ー
ク
で
日
本

の
あ
る
大
手
新
聞
の
記
者
が
、

本
社
か
ら
の
指
示
で
日
本
の
経

済
危
機
に
つ
い
て
ア
メ
リ
カ
の

経
済
学
者
に
取
材
し
た
。
し
か

し
、
ア
メ
リ
カ
の
経
済
学
者
は

だ
れ
一
人
、
日
本
が
経
済
危
機

だ
と
は
思
っ
て
い
な
か
っ
た
。

そ
れ
で
そ
の
記
者
が
本
社
に

「
日
本
は
財
政
危
機
で
な
い
」

と
い
う
記
事
を
送
っ
た
が
、
ボ

ツ
に
な
っ
た
。
こ
の
新
聞
は
消

費
税
引
き
上
げ
キ
ャ
ン
ペ
ー
ン

を
や
っ
て
い
る
。
日
本
の
マ
ス

コ
ミ
の
、
こ
う
し
た
事
実
を
伝

え
よ
う
と
し
な
い
体
質
が
国
を

滅
ぼ
す
の
だ
。
戦
争
中
も
同
じ

で
、「
戦
争
へ
、
戦
争
へ
」
と

国
民
を
誘
導
し
た
新
聞
が
、
今

で
は
、
消
費
税
を
「
上
げ
ろ
、

上
げ
ろ
」
と
い
っ
て
い
る
。

　

日
本
で
も
、
ま
ず
は
新
自
由

主
義
、
市
場
原
理
主
義
を
払
拭

す
る
こ
と
が
必
要
だ
。
そ
の
た

め
に
は
、「
ペ
イ
オ
フ
、
時
価

会
計
、
自
己
資
本
比
率
規
制
」

を
今
す
ぐ
に
凍
結
す
べ
き
だ
。

こ
の
「
金
融
３
点
セ
ッ
ト
」
に

よ
り
、
地
域
に
密
着
し
た
金
融

機
関
や
そ
の
取
引
相
手
で
あ
る

中
小
企
業
は
悲
鳴
を
あ
げ
て
い

る
。
た
と
え
ば
、
中
小
金
融
機

関
は
自
己
資
本
比
率
４
％
以
上

税
収
が
上
が
る
経
済
体
質
を

創
る ―

日
本
復
活
５
カ
年
計
画

を
厳
守
す
る
よ
う
に
定
め
ら
れ

て
い
る
。
そ
の
た
め
、
取
引
先

の
中
小
企
業
に
融
資
を
行
い
た

く
て
も
で
き
な
い
。
融
資
を
受

け
ら
れ
な
い
中
小
企
業
は
資
金

繰
り
が
悪
化
し
、
倒
産
を
迫
ら

れ
る
。
構
造
改
革
の
始
ま
っ
た

２
０
０
１
年
以
降
、
経
済
的
な

理
由
で
自
殺
を
し
た
人
は
10
万

人
を
超
え
て
い
る
。
自
公
政
権

は
い
っ
た
い
、
こ
の
責
任
を
ど

う
と
る
の
か
。

　

財
政
支
出
に
よ
ら
な
け
れ
ば

デ
フ
レ
は
解
消
し
な
い
と
い
う

こ
と
は
、
小
泉
構
造
改
革
の
失

敗
（
緊
縮
財
政
を
と
り
、
金
融

を
緩
和
し
て
も
デ
フ
レ
は
解
消

し
な
か
っ
た
）
で
立
証
さ
れ
て

い
る
。
財
政
規
律
は
純
債
務
を

名
目
Ｇ
Ｄ
Ｐ
で
割
っ
た
数
字
を

安
定
的
に
低
下
さ
せ
る
こ
と

だ
。
そ
の
た
め
に
は
、
分
母
で

あ
る
Ｇ
Ｄ
Ｐ
を
増
加
さ
せ
る
必

要
が
あ
る
。

　

財
政
支
出
を
増
や
し
て
、
国

内
需
要
を
増
や
し
輸
出
大
国
か

ら
社
会
大
国
に
日
本
を
転
換
し

な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。
国
内
需

要
を
増
や
す
た
め
に
政
府
投
資

を
行
う
分
野
は
、
東
大
名
誉
教

授
の
宇
沢
弘
文
氏
が
述
べ
て
お

ら
れ
る
「
社
会
的
共
通
資
本
」

に
政
府
が
投
資
す
る
こ
と
が
必

要
だ
。
新
規
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
を

内
需
中
心
に
し
て
イ
ン
フ
ラ
整

備
を
行
う
必
要
が
あ
る
。
私
が

あ
げ
て
い
る
の
は
、
医
療
、
環

境
、
脱
石
油
、
教
育
・
研
究
、

農
業
自
給
率
向
上
の
五
つ
で
あ

る
。
オ
バ
マ
政
権
で
も
社
会
的

イ
ン
フ
ラ
整
備
、
医
療
、
脱
石

油
、
教
育
の
分
野
に
政
府
投
資

を
集
中
さ
せ
て
、
新
た
な
事
業

を
つ
く
り
、
不
況
脱
出
を
図
ろ

う
と
し
て
い
る
。

　

そ
の
た
め
に
日
本
で
は
、
大

企
業
の
法
人
税
率
を
上
げ
、
所

得
税
の
累
進
性
を
高
め
る
必
要

が
あ
る
。
さ
ら
に
課
税
最
低
基

準
を
引
き
上
げ
る
べ
き
だ
（
こ

れ
は
低
所
得
者
へ
の
減
税
）。

日
本
の
課
税
最
低
基
準
は
３
２

５
万
円
で
先
進
国
の
中
で
最
低

だ
。
ア
メ
リ
カ
で
す
ら
３
５
０

万
円
で
あ
る
。
日
本
で
は
低
所

得
者
層
が
驚
く
ほ
ど
税
金
を
取

ら
れ
て
い
る
の
だ
。

　

ま
た
、
フ
ラ
ッ
ト
税
制
に
な

っ
て
い
る
住
民
税
も
累
進
制
を

取
り
入
れ
な
け
れ
ば
な
ら
な

い
。
税
の
持
つ
所
得
再
分
配
機

能
を
復
活
さ
せ
る
べ
き
だ
。
そ

し
て
中
小
企
業
に
は
投
資
減
税

を
す
る
必
要
が
あ
る
。
こ
う
す

れ
ば
、
経
済
成
長
に
よ
る
税
収

の
拡
大
が
見
込
め
る
。

　

デ
フ
レ
脱
却
の
た
め
に
は
、

数
年
間
集
中
し
て
政
府
投
資
を

出
し
、
投
資
減
税
で
民
間
投
資

を
引
き
出
す
政
策
が
最
適
で
あ

る
。
毎
年
、
政
府
投
資
で
30
兆

円
、
投
資
減
税
で
10
兆
円
、
合

計
40
兆
円
の
政
府
投
資
枠
を
準

備
し
、
こ
れ
を
５
年
間
、
合
計

２
０
０
兆
円
の
支
出
を
行
う
。

こ
う
す
れ
ば
、
当
初
１
〜
２
年

は
「
純
債
務
の
Ｇ
Ｄ
Ｐ
比
率
」

（
国
民
、
政
府
債
務
負
担
）
は

上
が
る
が
、
３
年
目
ご
ろ
か
ら

低
下
す
る
。
名
目
Ｇ
Ｄ
Ｐ
の
増

加
で
税
収
が
増
え
る
か
ら
だ
。

　

こ
う
し
た
政
策
を
採
れ
ば
、

名
目
Ｇ
Ｄ
Ｐ
で
年
４
〜
５
％
、

実
質
Ｇ
Ｄ
Ｐ
で
３
〜
４
％
成
長

す
る
。
名
目
Ｇ
Ｄ
Ｐ
は
５
３
０

兆
円
か
ら
７
０
０
兆
円
の
規
模

に
な
る
。
そ
し
て
、
税
収
は
53

兆
円
か
ら
75
兆
円
に
な
る
。
そ

し
て
政
府
の
純
債
務
の
国
民
負

担
率
は
現
在
の
70
％
か
ら
42
％

ま
で
低
下
す
る
。

　

こ
う
し
た
財
政
支
出
を
行
う

と
き
に
問
題
と
な
る
の
が
財
源

だ
。
財
源
は
い
く
ら
で
も
あ

る
。
ま
ず
、
現
在
の
特
別
会
計

内
の
「
積
立
金
、
剰
余
金
、
繰

越
金
」
と
外
貨
準
備
の
「
運
用

益
」
は
す
べ
て
一
般
会
計
に
ま

わ
し
、
財
政
投
資
と
し
て
支
出

す
る
。
こ
れ
で
50
兆
円
は
出

る
。

　

さ
ら
に
、「
内
需
創
設
国
債
」

を
１
０
０
兆
円
発
行
す
る
。
現

在
、
政
府
が
保
有
し
て
い
る
対

外
債
権
の
う
ち
、
１
０
０
兆
円

は
政
府
が
外
貨
準
備
と
し
て
、

ア
メ
リ
カ
国
債
で
運
用
し
て
い

る
。
１
９
９
９
年
９
月
ま
で

は
、
外
貨
準
備
は
日
銀
資
金
で

調
達
さ
れ
て
い
た
が
、
同
年
10

月
か
ら
政
府
が
政
府
短
期
証
券

を
市
場
に
売
り
っ
放
し
に
し

て
、
市
場
か
ら
資
金
を
調
達
し

て
い
る
。
つ
ま
り
、
国
民
の
預

貯
金
が
ア
メ
リ
カ
国
債
に
投
資

さ
れ
て
い
る
の
だ
。
こ
れ
を
、

99
年
９
月
ま
で
の
よ
う
に
日
銀

財
源
は
い
く
ら
で
も
あ
る

―
 

わ
れ
わ
れ
国
民
の
預
貯
金
を

日
本
の
た
め
に
使
お
う

資
金
で
調
達
す
る
形
に

戻
し
、
国
民
の
預
貯
金

で
こ
の
「
内
需
創
設
国

債
」
を
購
入
す
れ
ば
よ

い
。

　

つ
ま
り
、
需
要
創
設

国
債
が
市
場
に
売
り
出

さ
れ
た
と
き
に
、
日
銀

は
す
で
に
市
場
に
出
回

っ
て
い
る
政
府
短
期
国

債
を
買
い
取
っ
て
資
金

を
回
し
て
ゆ
け
ば
よ

い
。
こ
う
す
れ
ば
新
た

な
国
民
負
担
を
増
や
す

こ
と
な
く
１
０
０
兆
円

の
国
債
発
行
は
可
能
で

あ
る
。
し
か
も
金
利
は

上
が
ら
ず
、
安
定
し
て

国
債
が
消
化
さ
れ
、
経

済
が
活
性
化
す
る
。
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